
 
 

連載 『会社運営に役立つ法制度』 

 第 10回 実質的支配者情報の申告～設立時のルールが厳格に～ 

 2018 年 11 月 30 日以降、株式会社・一般法人を設立する場合には、法人の実質的支配者が暴力団員

及び国際テロリスト等（以下「暴力団員等」という。）ではないことについて、公証役場への申告が必

要となります。 

 これはマネーロンダリングやテロ資金供与のために法人が隠れ蓑のように利用されることを防ぐ

ことを目的とした改正です。近年、商業法人登記の分野では、実務への影響が大きい制度変更が続い

て行われています。 

 そこで今回は、この度の改正点と近年行われた主な改正点をまとめて解説いたします。 

１．11/30(金)～、設立時に必要となる定款認証において、 
  法人の「実質的支配者」の申告が必要となります。 

 ①実質的支配者とは？ 
 株式の議決権の保有比率が 50％を超える個人や、出資・融資・取引その他の関係を通じて事

業に支配的な影響力を有すると認められる個人などが該当します。 

 ②申告する内容は？ 
 実質的支配者の住所・氏名・国籍・生年月日・性別・議決権割合等の情報、当該実質的支配者

が暴力団員等への該当するか否かについて申告する必要があります。 

  申告書の様式は、日本公証人連合会の HP で公表されています。 
  （http://www.koshonin.gr.jp/news/nikkoren/20181130.html） 

 ③具体的な影響は？ 
ⅰ）申告書を提出しない場合や、実質的支配者が暴力団員等に該当すると判断された場合には、

定款認証が認められないこととなります。 

ⅱ）認証された定款には、「嘱託人は、『実質的支配者となるべき者である何某は暴力団員等に該

当しない。』旨申告した。」旨の文言が記載されます。 

ⅲ）申告内容について、「申告受理証明書」の交付を請求することができるようになります。 
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２．近年の変更ポイント 
 商業法人登記の分野では、法人や役員個人の実在性や登記の真実性の担保のための規制強化と、

グローバル化への対応等の規制緩和に向けた制度の見直しが平行して行われています。 

 主な変更点は以下のとおりです。 

 ①規制強化：法人や個人の実態把握及び登記の真実性担保の厳格化 
施行日 項目 内容 

2015年 2月 27日～ 本人確認証明書 取締役や監査役等の就任（再任を除く）の登

記を申請する場合に、住民票や運転免許証の

写しなどの本人確認証明書の提出が必要と

なった。 

代表取締役の辞任届 代表取締役(法務局への印鑑提出者に限る)

の辞任届に、個人実印の押印及び印鑑証明書

の提出又は会社実印の押印が必要となった。 

2016年 10月 1日～ 株主リスト 株主総会の決議又は株主全員の同意を要す

る事項について登記を申請する場合に、株主

リストの提出が必要となった。 

2018年11月30日～ 定款認証時の実質的

支配者情報の申告 

本レポート上記１のとおり。 

 ②規制緩和：グローバル化にむけた運用の柔軟化等 
施行日 項目 内容 

2015年 3月 16日～ 代表取締役の住所地 代表取締役の全員の住所が海外にあること

が認められることとなった。 

なお、従前は代表取締役のうち少なくとも１

名の住所が国内にあることが必要であった。 

2016年 6月 28日～ サイン証明書の発行

元 

やむを得ない場合には、日本の公証人又は居

住地の官憲が発行したサイン証明書を提出

することが認められることとなった。 

なお、従前は本人の本国官憲の発行するもの

である必要があった。 

2016年12月20日～ 設立時の出資金の払

込先口座 

内国銀行の外国支店の口座への払込みが認

められることとなった。 

  

 ３．今後の見通し 
 現在、内閣府規制改革推進会議において行政手続コストの削減の検討が進められており、商業法

人登記は、重点分野の一つとして位置づけられています。 

 一方、マネーロンダリングやテロ資金供与等を防止するため、法人の透明性を高めることは、国

際的な要請でもあり、我が国経済の信用力を向上させるにあたっての課題とされています。 

 商業法人登記の分野では、これらの双方の観点からの制度の見直しが、今後更に加速していくこ

とが予想されます。 

（文責 ： 司法書士・行政書士 小野絵里） 



 

 

 

 本レポートは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については各々固有・格別の事情・状況に応じた適切

な助言を求めていただく必要がございます。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的な見解であり、当法人若し

くは当グループ又は当法人のクライアントの見解ではありません。 
 PLUS Report では、本誌をより充実させ皆様に有益な情報を発信していくため、皆様のご意見・ご感想をお待ちして

おります。採りあげますテーマなどお気軽にご意見やご要望をお寄せ頂けましたら幸いです。 
 （PLUS Report 事務局 plus-report@plus-office.com） 
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佐世保オフィス 〒857-0041 
 長崎県佐世保市木場田町 1番 1号 松永ビル 1F 
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